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Ⅰ はじめに 

１ 研究背景と問題設定 

 近年、インターネット通信販売（ネット通販）の拡大に伴い、宅配便の取扱個数は増加を続けてお

り、配送の現場では配送員の労働環境や人手不足が課題として指摘されてきた。ネット通販で購入さ

れた商品の輸配送を担ってきた宅配便のネットワークの中でも、ラストマイル部分は特に費用負担が

大きい工程であるとされ、その負担を軽減するための再配達削減などの対策として受け取り方法の見

直しや運用改善が議論されてきた。また、商品の発送量の平準化などによる配送の負担軽減なども議

論されてきたが、小売であるネット通販事業者側の販売戦略とのトレードオフの課題を抱えることも

あった。たとえば、ネット通販事業者の特定イベントやセールなどで注文が集中すると、配送インフ

ラに問題が生じ得ることが指摘されている。 

 ラストマイルにおける課題を論じる際には、消費者側の受け取りの選好（対面・非対面、受け取り

場所の選択など）も重要である。たとえば、対面のサービス品質がネット通販サービス自体の利用に

与える影響を分析した研究では、「低い対面品質は広い層で利用を下げる」一方、「高い対面品質が常

に利用を押し上げるわけではない」ことが示されている（Inoue & Hashimoto, 2023）。また、自宅で

の非対面受け取りに関する整理研究では、住宅形態によって有効な手段が異なり、共同住宅では宅配

ボックスの拡充、戸建て住宅では置き配の利便性向上が望まれる一方で、宅配ボックスの設置個数の

不足や様々なサイズへの対応、置き配の盗難などに関する不安の解消が共通の課題として位置づけら

れている（嘉瀬・鈴木、2021）。さらに、非対面受取に関する選好分析では、どの消費者も受け取り

の「確実性（安心・安全）」が重要であるが、同時に費用負担や移動負担の受容によって利用者層に

違いがあることが示されている。 

 これらの研究は、消費者の受け取り方などの選好を様々な面から明らかにする一方、2030年には宅

配便だけで 

 

２ 配送能力不足 

ラストマイルにおける配送負荷の軽減のためには、再配達削減が重要である。再配達は追加の走

行・再訪を伴うため、配送効率に直接影響するため、受け取り方法の多様化（置き配、宅配ボック

ス、宅配ロッカー、店舗受け取りなど）によって、受け荷主不在による持ち戻りを減らす施策は代表

的である。たとえば、宮武ら（2016）では、宅配便事業者側の配送体制の工夫として、トラックと台

車などを組み合わせた「チーム集配」の効果を検証した。チーム集配は、トラックで配送する宅配便

事業者のセールスドライバー（SD）の配送による負担を減らすことに加え、比較的在宅率が高い午前

中の早い時間に配送を集中させる効果もあるため、面積当たりの配送件数（配送密度）によっては、

効果が高くなることが検証された。また、受け取り方法の多様化（置き配、宅配ボックス、宅配ロッ

カー、店舗受け取りなど）や、配送の共同化・情報共有による運用改善も、並行して進められている

施策である（増田、2022）。そしてこれらの施策を、単一手段に依存せず複数手段を組み合わせて設

計することが重要である。たとえば、住宅形態や防犯意識、生活リズムなどにより、置き配が使いや

すい人もいれば、使いにくい人もいるため、複数の受取方法を組み合わせて全体として再配達を減ら

す設計が必要だという整理がある（嘉瀬、2024）。 



しかし、クニエ（2022）が指摘するように、2030年には宅配便の取扱個数が約60億個になれば、

約5.8万人の宅配トラックドライバーが不足するようになる。そうなれば、上記のような配送施策の

工夫や、希望者のみの受け取り方の選択だけでは、配送能力が不足することは確実である。既に、多

くの宅配便事業者やネット通販事業者が配送能力の補充や独自の配送ネットワークの構築のために、

貨物軽自動車運送事業者（軽貨物運送業者）という、一般貨物運送事業者よりも簡易な条件で事業が

開始できる軽自動車を利用した運送業者への委託を拡充している。それに従って、軽貨物運送業者数

も増加しているが（図１）、自動車検査登録情報協会によると、営業用貨物の軽自動車数自体の伸び

は近年鈍化傾向にある（図２）。 

 

図１ 軽貨物運送業者数の推移 

 
出所：国土交通省（2025） 

 

図２ 営業用軽貨物自動車数の推移 

 
出所：自動車検査登録情報協会（2025） 
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 ３ ギグワーカーを活用したクラウドソーシングデリバリー（CSD） 

 前述の通り、ラストマイルの配送能力不足問題への対応は、再配達削減だけでなく、複数の対策を

同時に進める必要がある。たとえば、受取方法を増やして再配達を減らすことに加え、共同配送や配

車の工夫、情報の共有などで、同じ人数でもより多くを運べるようにする方向がある。また、それで

も不足する分や、ピーク時の不足を補うために、外部の担い手を活用する方向もある。 

 本研究は、こうした複数の対策のうち「外部の担い手を使って不足分を補えるか」という観点か

ら、CSD（Crowd Sourcing Delivery）を取り上げる。ただし、CSDはそれだけで解決する万能策では

ない。報酬の設計、担い手の集まり方、品質や補償、責任分担など、現実の論点も多い。そこで本研

究では、ラストマイルにおける配送効率化の施策の一つとして、まずCSDが「条件によっては費用面

で成り立つか」を試算し、同時に実装上の論点を整理する。 

具体的には、受け渡し拠点としてオープン型宅配ロッカーのPUDOを使い、宅配便や軽貨物運送業

者などの商業ドライバー（Commercial Driver：CD）からCSDの担い手へ荷物を引き渡す混合配送に

ついて、費用面から成り立つ条件を試算し、今後必要な検証点を整理することである。 

 

 

Ⅱ CSDの概念と研究の整理 

 １ CSDの概念と実装の段階 

 Rougès & Montreuil（2014）によると、CSDの議論が拡大した背景としては、ネット通販の拡大に

よる小口・多頻度化、モバイル端末やGPSなどの普及による位置情報にもとづくマッチングの実用

化、シェアリングや協働の社会的潮流などが挙げられる。また同研究では、2010年代前半の時点で

「social delivery（crowd sourcingによる配送）」を新興産業として捉え、複数のスタートアップを

対象にビジネスモデルを整理している。そして、CSDはpoint to pointの配送だけで考えると、適用

範囲や柔軟性に限界が生じやすいという問題意識も提示されてきた。そのため、受渡拠点（ロッカー

等）を介した中継や、通常ドライバーとの併用など、ネットワークとしてCSDを組み込む研究が進展

していく。 

 また、CSDの特徴として、専業のCDだけに依存しないこと、既に行われる移動（トリップ）を配送

に活用すること、多数の車両に少量ずつ積載して小口・多頻度の需要への対応に親和性が高いことな

どが挙げられる（渡邊・赤松、2021）。 

 2026年現在、CSDは既に研究概念にとどまらず、即時配送や当日配送の領域で、プラットフォーム

を通じた配送サービスとして実装が進んでいる。たとえば、Uberはアプリから荷物配送を依頼できる

サービス（Uber Courier）を提供しており、荷物の受け渡しと配送を配達パートナーに依頼できる旨

を説明している。また、発荷主が自社のチャネルで受けた注文をUberの配送ネットワークで当日配

送する仕組み（Uber Direct）も提供されており、プラットフォーム型配送が「飲食」だけでなく小

口荷物の配送へ拡大していることが分かる。これらは、宅配便のような全国規模での網羅的かつ信頼

性が高いネットワークを全面的に代替するというより、特定の用途や局面で補完的に活用される形が

中心である。したがって、ラストマイルネットワークにCSDを組み込む研究では、中継点の導入、供

給不足領域への補完策、大規模マッチングの設計、といった論点を含めて検討が行われている。 

 

 ２ ラストマイルネットワークにおけるCSD導入の研究について 

 (1)中継点を介する設計 

CSDをラストマイルに導入する研究は、大きくは「point to point型（担い手が出発地から目的地

まで直接運ぶ）」を出発点としつつ、その限界を踏まえて発展してきた。point to point型は、配送

の担い手の出発地・目的地が荷物のODと一致しなければ成立しにくく、供給不足が生じやすい。ま



た、担い手の偏在（地域・時間帯）によりサービス水準の維持が難しく、現実の運用では適用範囲が

限定される可能性がある。 

 こうした課題に対して、ロッカーなどの受け渡し拠点を中継地として利用し、荷物を複数区間に分

割して担い手に割り当てる設計が提案されている。Raviv & Tenzer（2018）は、小口の荷物のCSDを

Physical Internet（PI）の枠組みで捉え、ロッカーなどのService Pointsを発送・受け取り・中継

の拠点として利用する物流プロセスを提示している。また同研究では、配送の担い手は通常の移動に

配送を組み込み、サービス点への立寄りと区間輸送に応じた報酬を受け取るという設計が明示されて

いる。 

 このような中継地の設計は、単独では配送が完了できないODの組み合わせも、受け渡し拠点を介

しすることでより多くの配送の担い手が成立しやすい環境を作る点に特徴がある。 

 (2)ロッカー配置・需要分布・容量制約を踏まえたネットワーク設計 

 中継点を導入しても、配送の担い手の供給は一様ではなく、供給が不足する領域が残る可能性が高

い。そこで近年の研究では、中継点となるロッカーの配置と、CSDと通常ドライバーの役割分担を同

時に扱う混合型の運用を前提とする設計が検討されている。 

Zhang et al.(2023）は、都市内の配送ネットワークにおいて、ODと中継地のロッカー（自動ロッ

カー）をノードとして捉え、ロッカー配置を含む最適化枠組みを提示している。その上で、CSDの配

送員の供給が低い地域ではCD（論文内ではregular driversと定義）の雇用が必要となることを明示

しており、CSDのみでネットワークを完結させるのではなく、CDによる補完を組み込む設計が不可欠

であることを示している。この整理は、CSDが既存の配送ネットワークを全面的に代替するものでは

なく、部分的に補完するものとして位置づけている。また、中継点となるロッカーが多段階の受け渡

しを可能にし得ることにも言及されており、ロッカー網がCSDの適用範囲拡大に資することが示唆さ

れる。 

また、中継点を活用する配送ネットワークの設計は、CSD配送員と荷物とのマッチングを増やす一

方、中継点自体の運用制約を伴う。特にロッカーの場合は容量の限度があり、混雑や満杯が生じると

中継の機能が滞る。前述したRaviv & Tenzer（2018）は、サービス点（SP）の容量を考慮したオンラ

インの経路決定を扱い、サービス点が満杯に近づく場合の運用上の問題（新規荷物が受け入れられな

い等）に言及している。 

 

 

Ⅲ 研究方法：PUDOを介したCSD混合配送の費用試算 

 １ 研究方法の位置づけ 

Ⅱ章で整理した通り、CSDはプラットフォームを介して成立する配送方式であり、point to point

型に限定してしまうと、マッチング可能な配送員が少なくなるなどして適用可能は地域が狭くなり

やすい可能性がある。そのため、受け渡し拠点（ロッカーなど）を中継点として用いる設計や、通

常ドライバーとの併用を含めて、ラストマイルネットワークに組み込む研究が進展してきた。 

本研究では以上を踏まえ、現在日本で最も広く普及しているPackcity Japan社の「PUDO」を受け

渡し拠点として、CDとCSDを組み合わせる運用を想定した試算を行う。また、今回の試算において

は、既存研究で扱われてきたようなCSDの制度設計（マッチングのアルゴリズム、価格メカニズ

ム、補償・品質管理の設計など）や、ロッカー配置の最適化そのものを直接の対象とはしない。そ

の代わりに、実務上まず必要となる問いとして、「PUDOを介した混合配送が費用面で不利にならない

（あるいは費用が下がり得る）現実的な条件を探索するためのモデルの構築と条件の推計」を行う

ことで、日本におけるCSDの実現性の検証の第一歩とする。 

 



 ２ 「PUDO」の概要 

「PUDO」は、Packcity Japan株式会社が運営する宅配ロッカーであり、駅・商業施設・ドラッグス

トアなどに設置されている。Packcity Japanは、フランスのネオポスト社（現Quadient Shipping

社）とヤマトホールディングの共同出資により設立された合弁会社である。PUDOは、複数事業者が共

同利用できる、いわゆる「オープン型」の宅配ロッカーである。当初は、受け荷主である消費者が、

非対面で荷物を受け取ることに特化した機能であったが、2026年現在では消費者からの発送窓口とし

ての機能を有しており、また一部のロッカーでは「bounce」という外部の第三者アプリケーションと

連携して荷物の一時預かりにも対応するようになった（Packcity Japan、2024）。 

2026年2月現在、全国で約7,300基が設置されており、これは日本国内の宅配ロッカーとしては最

大規模である。また、AmazonのロッカーがAmazonの荷物の受け取りに限定されていることを考慮す

れば、国内で唯一の全国規模のオープン型宅配ロッカーである（なお、首都圏だけであればファミリ

ーマートが展開する「ファミロッカー」などもオープン型の大規模宅配ロッカーと言える）。なお、

設置数が最も多い都道府県は東京都で1,566基、次の埼玉県が1,187基、神奈川県が918基、千葉県

が638基となっており、約6割弱が首都圏1都3県に集中している（Packcity Japanホームページよ

り）。利用可能な宅配事業者について、受取の対応事業者としてヤマト運輸・佐川急便・日本郵便・

DHLジャパンが列挙されているが、ロッカーによっては一部の事業者が利用できない場合もある。 

以上のように、PUDOは地域差や運用条件（利用可能事業者など）を伴うが、一定規模の受け取りイ

ンフラとして普及している点を考慮し、PUDOをCDとCSDの受渡拠点として仮定し、PUDO設置数が平

均配送距離や転換可能量に影響するという単純化の下で、費用条件域を推計する。 

 

 ３ 想定シナリオ 

 今回の推計では、まず東京都の区部と市部（島嶼部や山間部の多い町村部は除く）における宅配便

とネット通販の配送荷物の配送を想定する。CSDの中には、一般の通勤・通学者が配送に参加する形

態もあるが、今回は単純化のためにUber Eatsなどの配送員のようなギグワーカーの参加を想定す

る。これは、実務上「短時間・短距離の案件をアプリ上で受託する」参加形態が現実的に観察されや

すく、報酬設計（距離単価）と担い手確保の関係も整理しやすいためである。 

今回推計を行うCDとCSDの混合配送ネットワークの構成は次の通りである。第一に、宅配便事業

者などのCDが通常の配送網で荷物を運び、受け渡し拠点としてのPUDOに荷物を投入する。第二に、

CSD配送員はプラットフォームを通じて配送案件を受託し、PUDOで荷物を受け取った上で、最終受取

地点（居住者の住戸など）まで配送する。CDとCSDの受け渡しはPUDOを中継することで標準化さ

れ、受け渡しのための待ち合わせなどを行うことなく、CDとCSDの分業を可能となる（図３の赤

枠）。 

なお、CSDのよりPI的な活用として、宅配ロッカー間の短距離輸送をCSD配送員が担い、複数回の

受け渡し（リレー）で配送する形態も想定される。しかし本推計では、モデルの複雑化を避け、まず

「PUDOから最終受取地点まで」をCSDが担うケースに絞って費用面の成立可能性を確認する。したが

って、本推計はCSDの活用形態のうち一部を切り出したものであり、結果の解釈にあたっては「PUDO

から先の最終区間をCSDが担う場合」という条件を明確にする。 

 

 

 

 

 

 



図３ 宅配ロッカーを活用したCSDのシナリオ 

 

 

 ４ モデルの評価基準 

 本研究で推計するモデルの評価は、「CDのみで配送した場合の費用」を基準として、CSDを混在さ

せた場合に費用が増えるか減るか、また増減がどの程度かを比較するものである。今回の推計におけ

る「成立可能性」とは、費用面で不利にならない（あるいは費用が減る可能性がある）条件の範囲を

整理することを指す。費用面で有利であっても、担い手確保、品質・補償、PUDOの混雑などの実装課

題が残る可能性がある点は留意する必要がある。 

 本推計の基本方針は、(1)CSDへ転換される荷物の割合𝑟、(2)CSDの1件当たりの配送報酬𝑤𝐶𝑆𝐷、

(3)PUDO設置数（ロッカー数）𝑛を動かしながら、費用の増減がどのように変化するかを感度分析的

に把握する点にある。複数条件の組合せで条件域を確認する方法は、単一条件で結論を固定しないた

め、実務上の検討（報酬や設備条件を変えた場合の影響把握）にも接続しやすいと考えられる。 

 

 ５ モデルの定式化 

 (1)費用増減率（目的関数） 

 CDのみで配送した場合（図３の「現状の配送））の費用𝐶𝐶𝐷0
を基準とし、CDからCSDに転換される

荷物の割合を𝑟としたときのCDとCSDの費用をそれぞれ𝐶𝐶𝐷𝑟
、𝐶𝐶𝑆𝐷𝑟

とする。このとき、基準の費用

𝐶𝐶𝐷0
からの変化率𝛥は式１のように定義される。このΔが負であれば費用削減、正であれば費用増加を

意味する。なお、以降では、小文字のアルファベットの変数は、推計の際の可動条件とし、大文字の

変数は定数として設定する。 

 

１ 𝛥 =
𝐶𝐶𝐷0

− (𝐶𝐶𝐷𝑟
+ 𝐶𝐶𝑆𝐷𝑟

)

𝐶𝐶𝐷0

 

 
𝛥：費用増減率（％） 

𝐶𝐶𝐷0
：CSDの転換率が0％のとき（すべてCDが配送するとき）の費用（円／日） 



𝐶𝐶𝐷𝑟
：CSDの転換率がr％のときのCDの配送費用（円／日） 

𝐶𝐶𝑆𝐷𝑟
：CSDの転換率がr％のときのCSDの配送費用（円／日） 

 

 (2)CSDに転換される荷物の割合を𝑟としたときのCDの費用𝐶𝐶𝐷𝑟
 

 CDの費用は配送員への賃金を時間換算し、CDの配送時間が短縮されるほど費用が削減されるとい

う想定で推計する。実際には、CDの賃金は時間給というわけではないであろうが、CSD配送員に配送

を任せた際の、時間当たりの効率性を反映する目的でこのように設計した。 

 まず、CDの配送を各消費者宅などへの配送と、CSDに中継するためのPUDOまでの配送とに区分す

る。CSDに転換される荷物の割合を𝑟としたときの各戸口への配送件数を𝑄𝐶𝐷𝑟
、CSDが配送する件数を

𝑄𝐶𝑆𝐷𝑟
とする。CSDに転換される荷物の割合が𝑟なので、想定エリアの総配送件数が𝑄とすると、𝑄𝐶𝐷𝑟

と𝑄𝐶𝑆𝐷𝑟
は式２、３のように定義できる。CDはCSDに中継するためのPUDOへの配送も担うため、CD

の配送件数の合計は𝑄 = 𝑄𝐶𝐷𝑟
+ 𝑄𝐶𝑆𝐷𝑟

となる。 

ただしこのとき、1件当たりの平均配送時間を、消費者宅まで配送するとき（𝑇ℎ）とPUDOまで配

送するとき（𝑇𝐿）で区別する。消費者との応対や集合住宅の階段・エレベータの乗降の時間、さらに

CSDの個数が増加すれば1箇所のPUDOに複数個をまとめて投入できる効率性なども考慮して、𝑇ℎ >

𝑇𝐿として設定する。なお、今回の推計では宮武ら（2016）などを参考に平均的に仮定するが、今後は

置き配やCSDへの転換率増加にともなって、複数個を同一のPUDOに投入できる効率性を反映するよ

うなパラメータの設定も課題となる。 

 以上より、CSDに転換される荷物の割合を𝑟としたときのCDの稼働時間は(𝑄𝐶𝐷𝑟
× 𝑇ℎ + 𝑄𝐶𝑆𝐷𝑟

× 𝑇𝐿)

とあらわすことができる。ここに、CDの時間当たり給与𝑊𝐶𝐷を乗じて、𝐶𝐶𝐷𝑟
を式２のように定義す

る。 

２ 

３ 

４ 

𝑄𝐶𝐷𝑟
= 𝑄 × (1 − 𝑟) 

𝑄𝐶𝑆𝐷𝑟
= 𝑄 × 𝑟 

𝐶𝐶𝐷𝑟
= (𝑄𝐶𝐷𝑟

× 𝑇𝐻 + 𝑄𝐶𝑆𝐷𝑟
× 𝑇𝐿) × 𝑊𝐶𝐷 

 

𝑄𝐶𝐷𝑟
：CSD の転換率が r％のときの CD の配送件数（件／日） 

𝑄𝐶𝑆𝐷𝑟
：CSD の転換率が r％のときの CSD の配送件数（件／日） 

𝑄：想定エリアの 1 日当たり配送件数（件／日） 

𝑇𝐻：CD の配送先までの 1 件当たりの平均配送時間（時間／件） 

𝑇𝐿：CD の宅配ロッカーまでの 1 件当たりの平均配送時間（時間／件） 

𝑊𝐶𝐷：CDの時間当り給与（円／時間） 

 

 (3)CSDに転換される荷物の割合を𝑟としたときのCSDの費用𝐶𝐶𝑆𝐷𝑟
 

 CSDの費用も配送員への報酬をベースに定義するが、直接雇用または一定件数の契約された配送の

CDと違い、CSD配送員はUber Eatsなどと同様に配送１件当たりでの報酬を想定する。また、Uber 

Eatsの報酬プログラムを参考に、距離当たりの配送単価で設定する。これにより、推計において現実

よりもPUDOの設置数を増加した場合、すなわちPUDOからの平均配送距離が短縮した場合、配送１件

当たりの報酬も配送距離が短くなって低下していく仕組みである。 

 CSDに転換される荷物の割合を𝑟としたときのCSDの配送件数は、前述のとおり𝑄𝐶𝑆𝐷𝑟
である。ここ

に、PUDOの設置数が𝑛基であったときの平均配送距離を𝐷𝑛とし、またCSDの距離当たり報酬を𝑤𝐶𝑆𝐷

としたとき、𝐶𝐶𝑆𝐷𝑟
は式５のようにあらわすことができる。 

５ 𝐶𝐶𝑆𝐷𝑟
= 𝑄𝐶𝑆𝐷𝑟

× 𝐷𝑛 × 𝑤𝐶𝑆𝐷  

 
𝐷𝑛：ロッカーが n 基のときの宅配ロッカーからの平均配送距離（km／件） 

𝑤𝐶𝑆𝐷：CSD の距離当たり報酬（円／km） 



 

 (4)CSDの配送距離𝐷𝑛 

今回のモデルでは、CSDの配送はPUDOを中心とした円内であると仮定する。半径𝑅の円内の任意の

点までの距離の期待値は、
2

3
𝑅と定義されている（Stone, 1991）。したがって、想定エリアの面積𝐴と

そのエリア内に設置されているPUDOの設置数𝑛が明らかなとき、PUDO１基あたりのカバー面積𝐴𝑛が

式６のように定義できるので、PUDO１基のカバーエリア内の任意の最終配送先までの平均距離𝐷𝑛は式

７のようにあらわすことができる。 

６ 𝐴𝑛 =
𝐴

𝑛
 

７ 𝐷𝑛 =
2

3
√

𝐴𝑛

𝜋
 

 

𝐴：想定エリアの面積 

𝐴𝑛：PUDO１基あたりのカバー面積 

𝐷𝑛：ロッカーが n 基のときの宅配ロッカーからの平均配送距離（km／件） 

 

 (5)宅配ロッカーの容量制約 

 今回のモデルでは、CSDの転換率について、PUDOの容量のみで制約を課す。実際には、CSDの現実

的な候補者数やマッチングまでの時間なども含めて制約条件を課すべきであるが、それらの点は今後

の課題とさせていただく。 

 PUDO１基あたりの扉数（ボックス数）を𝐵とし、また扉当たりの回転率（数）を𝑈とすると、PUDO

の容量は𝑛 × 𝐵 × 𝑈となる1。このとき、この容量が𝑄𝐶𝑆𝐷𝑟
以下となればよいので、式８のように設定

する。 

８ 𝑄𝐶𝑆𝐷𝑟
≦ 𝑛 × 𝐵 × 𝑈 

 
𝐵：宅配ロッカー当たりの平均扉数（扉） 

𝑈：扉当たりの回転率（回） 

 

 ６ 条件設定 

 本節では、前節で提示したモデル式１～６の各式に投入する定数の値の設定と今回は変数として設

定した(1)CSDへ転換される荷物の割合𝑟、(2)CSDの1件当たりの配送報酬𝑤𝐶𝑆𝐷、(3)PUDO設置数（ロ

ッカー数）𝑛との関係を確認していく。 

 

 (1)需要（総配送件数𝑄）の設定 

 国土交通省（2025）によると、2024年の日本国内におえる宅配便の取扱数量は約50億個であっ

た。しかしこの数量には、B to B（企業間）の宅配便も含まれている。オフィスや工場などの事業所

 
1 実際には、荷物の受け取りや発送にも利用されているが、PUDO をはじめとした宅配ロッカーなどの稼働率に

関する十分なデータが不足していることもあり、今回は単純化のために、CSD以外での PUDOの利用を考慮しな

い。ただし、利用者単位でのPUDO の利用率は各種アンケートなどでは５～10％ほどであり（利用「経験」と、

１回でも使用したことがあるかを問うた場合、もう少し高くなる）、現状では混雑を生み出すほどの状態ではない

と考えられる。もし、想定よりも利用されているとしたら、CSD の報酬をダイナミックプライシング化すること

で、PUDOから荷物を取り出す時間を短縮する（稼働を上げる）シミュレーションなども検討できるが、いずれ

にせよそれらの点も、今回は今後の検討課題として留める。 



単位の配送は、比較的まとまった数量の配送となることもあり、多くの宅配便事業者らは自社で直接

雇用したSDなどの配送員が担っていると考えられる。そこで本モデルでは、ネット通販などのB to 

CとC to Cに限定して推計を行う。宅配便事業者によって、企業間とそれ以外の割合は異なることが

想定されるが、矢野経済研究所（2019）によると、日本の宅配便におけるB to Cの割合が39％、C 

to Cの割合が14％なので、約50億個の内の53％をまず対象として計上する。 

次に本推計ではここに、ネット通販事業者独自の配送数量、いわゆる「隠れ宅配」を考慮する。な

お、隠れ宅配と呼ばれる理由は、国土交通省の調査では、Amazonなどのネット通販事業者独自の配送

サービスによる配送は対象外となっているためである。そこで日本経済新聞の2021年12月22日付

の記事を参照すると、Amazonの日本における出荷個数は約7億個で、その内の半分ほどが自社での配

送とのことであった。Amazonの決算資料などでは、2021年から2024年での日本での売上伸び率は約

19%であり2、また宅配便大手3社が2021年頃から取扱個数があまり増加していな状況を考慮して、

Amazon自社配送の割合が50％から60％ほどに上昇していると仮定し、7億×（1＋0.19）×0.6で、

約5億個と推計した。ヨドバシドットコムなども自社配送を行っているものの、こちらもその配送個

数については公表データがなく、まだAmazon以上に推計するためのデータが乏しいため、今回は

Amazonのデータのみを「隠れ宅配」の代表的なデータとして利用する。 

ここで、個人宅向けの配送であることを考慮して、１件あたり１個の配送であると仮定すると、日

本全国の年間配送件数は式９のように計算できる。 

９ ｛50.3（億個／年）×（39％＋14％）＋５（億個／年）｝／１（個／件）＝31.7（億件／年） 

 

 そしてここから、世帯当たりの１日当たりの平均配送件数を推計する。2025年１月時点での全国世

帯数は約6,129万世帯であり、配送の稼働日を年間360日であるとすると、１世帯あたりの１日の配

送件数は式10のように約0.144件／世帯となる。 

10 31.7（億件／年）／6,129（万世帯）／360（日／年）＝0.144（件／世帯・日） 

 

 今回の推計では、PUDOの設置数が最も多い東京の区部と市部を対象とする。東京都（2025）による

と、東京都の区部と市部の世帯数は、それぞれ約553万世帯と約211万世帯である。したがって、式

10と東京都の区部と市部の世帯数の合計から、対象エリアの１日の配送件数は式11のように約

109.7万件となる。 

11 0.144（件／世帯・日）×｛553（万世帯）＋221（万世帯）｝＝109.7（万件／日） 

 

 (2)PUDOの設置数𝑛と平均配送距離𝐷𝑛 

 本推計では、PUDOの設置数𝑛をシナリオにおける主要な条件の１つとして、𝑛に応じてCSDが担

う平均配送距離𝐷𝑛が変化する。まず、式６よりPUDO１基あたりのカバー面積𝐴𝑛を求める。東京都

（2025）の人口統計と人口密度統計から、東京都の区部の面積は約627.49㎢、市部は約783.97㎢と

なる。したがって想定エリアの面積𝐴は約1,411㎢となる。また、Packcity Japan社のホームページ

によると、2026年2月時点での東京都内のPUDO設置数は1,566基であり、そこから町村部（島嶼部

 
2 ただしこの売上は、ネット通販だけでなく、AWS（Amazon Web Service）や Third Party（物流セン

ターをサードパーティの販売者に利用させることで得る収入など）を含んだ値で、純粋なネット通販

だけの売上の増加率でない点は留意が必要である。 



などには設置されていないが、奥多摩郡に４基確認された）を除いた1,562基を基に、PUDO１基当た

りのカバーエリアの面積を算出した（式12）。 

12 1,411 ㎢／1,562 基＝0.90（㎢／基） 

 

 このとき、式７より平均配送距離𝐷𝑛を求めると、約0.36kmとなる（式 13）。 

13 
2

3
√

0.90（㎢／基）

𝜋
= 0.36𝑘𝑚 

 

 今回、PUDOの設置数𝑛は、この現状の1,562に加え、2,000、2,500、3,000という４つのシナリオ

で推計する。このとき、それぞれの平均配送距離𝐷𝑛は、0.32km、0.28km、0.26kmと逓減していく。

今後、シミュレーションの目的に応じては、より細かく変数を設定して分析していく予定である。 

 (3)CDとCSDの平均配送時間と報酬 

 CDの費用は、賃金を時間換算し、CDの作業時間が短縮されるほど費用が削減されるという想定で

推計する。このとき、CDの各最終配送先までの平均配送時間は、宮武ら（2016）を参考に５分／件と

設定する。また、PUDOまでの平均配送時間は前述の条件などを考慮して半分の2.5分／件と仮定す

る。 

 また、CDの時間当たりの賃金については、年収600万で月20日、１日10時間の稼働と想定して

2,500円／時間と仮定する。実際にはCDには委託された軽貨物運送業者も含まれ、賃金ベースではこ

れよりも過酷な想定もあるが、宅配便事業者らの管理費（直接雇用の場合は保険なども）が考慮でき

ていないため、賃金ベースでは高めに設定している。 

 次に、CSDの距離単価の報酬については、前述した3つの主要な条件の１つであるが、今回はUber 

Eatsなどの距離単価を参考にして、100、150、200、250、300、350円／kmの６つの水準で推計をお

こなった。 

 (4)PUDOの容量制約 

PUDOを中継点として用いる以上、受け渡し可能量が無限であるとは考えにくい。そこで本推計で

は、PUDOの平均扉数と回収時間を仮定した扉当たり回転率（数）を用いて、CSDの転換率に制約を課

している。具体的にはPUDOの平均扉数を10扉と仮定し、またCSDの平均回転数を１日４回と設定し

た。平均回転数は、9時～21時の配送時間帯の12時間を、宅配便などの指定可能配送時間枠である

３時間で割って、1日最大４回転と仮定した数値である。これは今後、CSD配送員が配送を受けるか

否かを判断する、CSD配送員の報酬に対する弾力性を考慮した場合には見直す必要があるが、今回は

単純化のために定数として設定した。 

 これにより、PUDOの稼働率を計算することで、転換率𝑟を増やすほど稼働率が上昇する構造とな

る。容量制約の扱いは簡便であり、サイズ別容量や混雑時間帯の差を再現するものではないが、受け

渡し拠点が無限に使えるという前提を避け、転換率の上限を現実的に抑える効果を持つ。 

 (5)変数とパラメータの整理 

 本モデルにおけるシナリオの設定などのための条件となる変数と仮定したパラメータを整理したも

のが表１である。 

 

 

 

 



表１ モデルの変数とパラメータ 

区分 記号 意味 設定 

変数 𝑟 CSDへの転換率（％） ０～PUDOの容量制約まで 

変数 𝑛 PUDOの設置数（基） 1,562、2,000、2,500、3,000の４水準 

変数 𝑤𝐶𝑆𝐷 CSDの距離単価の報酬（円／km） 100、150、200、250、300、350の６水準 

定数 𝑄 １日当たりの総配送件数（件／日） 109.7万件／日 

定数 𝑇𝐻 
CDの各戸口までの平均配送時間

（時間／件） 
0.08時間／件（５分／件） 

定数 𝑇𝐿 
CDの各PUDOまでの平均配送時間

（時間／件） 
0.04時間／件（2.5分／件） 

定数 𝑊𝐶𝐷 CDの時間当たり賃金（円／時間） 2,500円／時間 

定数 𝐵 PUDOの平均扉数（扉／基） 10扉／基 

定数 𝑈 扉当たりの１日の回転数 ４回／扉・日 

 

 

Ⅳ 結果の分析と考察 

 １ 結果の概要 

PUDOの設置台数を基にした４つのケース（𝑛 = 1562 𝑜𝑟 2000 𝑜𝑟 2500 𝑜𝑟 3000）について、CSD転

換率𝑟と距離単価𝑤𝐶𝑆𝐷を変化させたときの費用増減率Δの動きを整理し、費用面からみた成立可能性

を考察する。なお、ここでの成立可能性は「費用面で不利にならない（Δ ≤ 0）」条件域の存在を指

し、担い手確保や品質・補償等を含む実装上の成立に関する議論は、今後さらに検討を深めていく必

要がある点は改めて留意しておく。 

図４～７はPUDOの設置台数を基にした４つのケースにおける費用増減率Δを示している。また、各

図の６本の折れ線グラフが、CSDの距離単価報酬の金額の６つのケースであり、横軸はCSDへの転換

率𝑟である。縦軸の左側は費用増減率Δを表しており、前述の通り各シナリオの折れ線グラフがマイナ

スであれば費用の削減効果があることを示している。また、縦軸右側は宅配ロッカーの稼働率であ

り、棒グラフがCSD転換率𝑟のときの稼働率を示している。稼働率が100％を超えない範囲までの費用

増減率を示している。 

 

図４ 𝑛 = 1562のときの費用増減率 

 



 

図５ 𝑛 = 2000のときの費用増減率 

 

 

図６ 𝑛 = 2500のときの費用増減率 

 

 

図７ 𝑛 = 3000のときの費用増減率 

 

 



式５より、CSDの費用は𝑤𝐶𝑆𝐷 × 𝐷𝑛 × 𝑄𝐶𝑆𝐷𝑟
に比例する。したがって、同じ転換率𝑟の下では、距離

単価の報酬𝑤𝐶𝑆𝐷が大きいほど、また平均配送距離𝐷𝑛が大きいほど、CSDの費用は増加する。一方で、

転換率𝑟を上げるほどCDが配送を担う件数が減るため、CDの費用（式４）は減少方向に働く。結果と

して、費用増減率Δは「CDの費用の減少」と「CSDの費用の増加」のトレードオフの関係性で決ま

る。 

 そのうえで、図４～７も踏まえて、今回の推計において確認されたインプリケーションを整理す

る。 

第一に、PUDOを中継したCSD混合配送は、配送密度が高く、宅配ロッカーの密度も一定以上確保で

きる都市部では成立しやすいことが確認された。これは、CSDの報酬単価を距離単価で設定し、さら

にPUDOの設置数が多くなるほど平均配送距離が短くなるように設計したモデルであるので、当然で

あると言えるが、モデルが正常に設計できていることの確認の意味もある。すなわち、東京のような

高密度なエリアでは、CSDが成立し得るという直感的な予想を反映したモデルを構築したと言える。 

第二に、距離単価の報酬を300～350円／km程度に置くと、成立条件域はPUDOの設置数が十分多い

場合に限られる点である。したがって、仮に担い手確保の観点から高単価を採用するのであれば、

PUDO密度を高めて平均配送距離を短縮することが必要である。また、CSDの導入は単独施策ではなく

受け渡し拠点のさらなる整備と一体で検討すべきである。しかし同時に、本モデルでは単純に配送に

かかる費用のみを考慮しているが、PUDOを増設すること自体の費用や管理費用の増分などが考慮でき

ておらず、その点も考慮した現実的な費用設計を行いつつモデルの精緻化を進めていく必要がある。 

第三に、担い手確保の観点では、平均距離が短いほど１件当たり報酬が小さくなるという問題が生

じ得る。距離単価350円／kmで平均0.3km前後なら100円強となってしまい、費用面の成立が確認で

きる条件であっても、供給側（配送員）が十分集まるとは限らないことを意味する。よって本推計結

果は、「費用面で成立し得る条件域」を示す一方で、同時に「配送員の確保を報酬に対する配送員の

弾力性などを基に別途検証する必要がある条件域」でもある。 

 

 ２ 今後の課題 

最後に、本推計結果の限界と今後の課題を整理する。前述のように本推計は、費用条件などに仮定

が多く、またその仮定の条件を精緻化すると、CSDを利用した配送の成立のための条件はより厳しく

なる可能性が高い。仮に本推計において成立条件が示されたとしても、次の要因により成立条件の範

囲が狭まる可能性がある。 

①プラットフォーム手数料、保険、教育等の周辺費用 

本推計では直接計上していないため、現実にはCSD費用が増える。 

②PUDOの運用制約の精緻化 

サイズ別容量や混雑時間帯を入れると、転換率の上限がより厳しくなる可能性がある。 

③担い手供給の反応（配送員の報酬に対する弾力性） 

低報酬では担い手が集まらず、成立域として示された転換率が実現しない可能性がある。 

④品質・補償・責任分担 

高信頼の宅配便サービスと接続する際の制度設計が必要であり、その費用が無視できない可能性が

ある。 

一方、成立条件の範囲が広がる方向の可能性もある。たとえば、ダイナミックプライシングにより

ピーク時だけ単価を上げる、PUDOへの投入作業を効率化する、あるいはPUDOから先を「消費者の移

動（自宅外受取）」と組み合わせるなど、運用・制度設計によって条件域が変化し得る。この点を踏

まえると、本推計結果は「結論」ではなく、次段階の検証（供給反応の推計、混雑時間帯データの取

得、周辺費用の積み上げ）へつなぐための基礎条件整理として位置づけられる。  
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